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1 重点交付金

四條畷市エネルギー・
食料品価格等物価高
騰対策支援給付金（追
加分）【物価高騰対策
給付金】
【R5年度からの繰越し
事業】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　6800
世帯×70千円　
　
事務費　　23937千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　人件費　その他　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（6800世帯）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.2 R6.6 466,771,971    450,080,000      
非課税世帯：6,208件

2.効果的であった

特に家計への影響が大きい低所
得者世帯及び低所得者の子育
て世帯を対象に支給したことに
より、効果的な給付金となった。

2 重点交付金

四條畷市低所得者世
帯支援給付金(住民税
均等割・非課税世帯の
み)
【R5年度からの繰越し
事業】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　618世帯×100千円、
令和６年度非課税化世帯　630世帯×100千円、令和６
年度均等割のみ課税化世帯　261世帯×100千円、　の
うちR６計画分
事務費　67104千円（予算要求した額を記載ください）
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1509世帯）（予算
要求した人数を記載ください）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.3 R7.3 131,542,000    
均等割のみ課税分：656件
こども加算分：603件
　（1,068人）

2.効果的であった

特に家計への影響が大きい低所
得者世帯及び低所得者の子育
て世帯を対象に支給したことに
より、効果的な給付金となった。

2 重点交付金

四條畷市低所得者世
帯支援給付金(こども
加算)
【R5年度からの繰越し
事業】

〃
Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.3 R7.3 115,069,000    

非課税世帯：630件
均等割のみ課税分：223件
こども加算分：119件
　（215人）

2.効果的であった

特に家計への影響が大きい低所
得者世帯として新たに令和６年
度分の市民税均等割が非課税
又は市民税均等割のみ課税で
ある子育て世帯を対象に支給し
たことにより、効果的な給付金と
なった。

2 重点交付金

四條畷市低所得者世
帯支援給付金(定額減
税)
【R5年度からの繰越し
事業】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
定額減税を補足する給付の対象者　16909人　
(395130千円）　　のうちR６計画分
事務費　40886千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　人件費　その他　として支出]
④定額減税を補足する給付の対象者数（16909人）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.3 R7.3 422,961,000    
定額減税調整給付金の給付
395,130,000円
（9,277件）

2.効果的であった
物価高騰の影響を受ける低所得
世帯へ現金給付を行ったことで、
経済的負担の緩和に繋がった。

7 重点交付金

令和６年度四條畷市
低所得者支援給付金
及び定額減税不足額
給付給付事業（R6）
【令和7年度へ繰越】

①物価高が続く中で調整給付を行うことで、市民の生活
を維持する。
➁調整給付への給付金事務費（給付金については未決
定のため翌年度繰越）
③システム改修費　2,200千円
④令和6年度の課税情報をもとに給付する市民

Ⅱ．物価高の
克服

R6.3 R6.3 - -                           - - -

11 重点交付金
生活支援・地域経済活
性化事業
【令和7年度へ繰越】

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰下において、市
民の経済と市内経済の下支えを目的に、全市民を対象と
した商品券を配布する。
➁1人につき5千円の商品券相当額を含む発行に係る委
託料
③商品券276,000千円（55,200人×5千円）
　事務手数料等59,464千円
　人件費1,034千円
④市民、市内事業者

Ⅱ．物価高の
克服

R6.1 R6.2 - - - - -

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証

交付金充当額 効果の説明実施状況

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との
関係

効果
1.非常に効果的であった
2.効果的であった

3.あまり効果的ではなかった
4.効果的ではなかった

事業実施による効果実施状況実施計画記載内容

交付対象事業の名称No 事業始期 事業終期 総事業費事業の区分

482,625,000      


